
令和６年度 一般財団法人岩国市体育協会事業報告書 

（令和６年４月１日から令和７年３月３１日まで） 
 

 

◎ 事業の実施状況 

 

１ スポーツ振興・普及啓発事業 実施状況 

(1)スポーツ推進事業等            

① 体操教室（４～３月）              ８６１人 

② バレトン教室(計４回)              ２２１人 

③ エクササイズ教室（５～８月）          １４４人  

④ いきいき健康体操教室（４～３月)       ２，６６３人 

⑤ IWAKUNI アスリートキッズプロジェクト（５～７月）10 回 ２５人（１～３年生） 

⑥ スポーツへの参加促進 

 ・チャレンジゴルフ（スナッグゴルフ）指導者：橋本健太ユージーンプロ 

  ７月２４日（水）中止 

 ⑦ 日独スポーツ少年団同時交流 7/26（金）～7/30（火）ドイツ人９人、ホームステ

イ６家庭、岩国市スポーツ少年団員２２名・IDB 総合型地域スポーツクラブとのハ

ンドボール交流、岩国高校生徒との日本の文化交流 

(2)岩国市スポーツ推進業務（受託事業） 

 ① 市民健康スポーツのつどいスポレクフェスタ 2024 １０月１２日（土） 

  参加者：7,992 人（昨年 7,627 人）、スタッフ 586 人（490 人） 計 8,578 人 

                              （昨年 8117 人） 

 ② IWAKUNI 絆 EKIDEN １０月２７日（日） 

 ・小、中、高、一般 合わせて 91 チーム、選手 657 人、役員 96 人、計 753 人 

                          （昨年 94 チーム 876 人） 

 ③ 錦帯橋ロードレース大会 ３月２日（日）  

 ・２ｋｍ（小学生３・４年、５・６年）、５ｋｍ、ハーフの３部門、参加地域は全国 

 ・エントリー数 

  ２ｋｍ（116 人）、５ｋｍ（501 人）、ハーフ（1,497 人）計 2,114 人（昨年 2,058） 

 ・出走：1,754 人、スタッフ：407 人  

 

④ スポーツ功労者等表彰事業 

表彰式：１２月８日(日） １０時～  岩国市民文化会館 大ホール 

祝賀会：１２月８日(日） １７時～ 岩国国際観光ホテル  150 人  

 ・市長表彰スポーツ功労賞：3 人 

 ・体育協会スポーツ功労賞：7 人 

 ・市・体育協会スポーツ栄光賞：26 人 

 ・市スポーツ優秀賞：2 人 

 ・体育協会スポーツ奨励賞：（一般：18 人、高校：49 人、中学：26 人、小学：33 人） 

 ⑤ スポーツ情報発信事業 

・ホームページによる発信 

最新情報の提供 

 (一財)岩国市体育協会・岩国市レクリエーション連盟・総合型地域スポーツクラブ 

⑥ 行事予定の調整・報告 

・年間行事予定表の作成及び公表 



・月間行事予定表の作成及び公表 

⑦ 体育協会機関紙の発刊（スポーツいわくに第５８号） 

⑧ 競技スポーツの推進 

・激励費の交付 

  スポーツ少年団（県体：２３０人） 

・各競技助成及び団体支援 

 オリンピック出場奨励金（50,000 円×4人） 

国民スポーツ大会補助金（44 人） 

 山口県スポーツ大会（228 人） 

 加盟団体主催の教室、大会の開催にあたり、募集・受付等の業務 

⑨ 日本体育大学交流事業  於：日本体育大学深沢校舎 

８月１９日（月）～２１日（水） 少林寺拳法 児童１０名 引率７名 

 

２ 指定管理・受託業務関係 

(1)岩国運動公園他５施設の指定管理業務の受託 

(岩国市体育協会・ｲｽﾞﾐﾃｸﾉ・ｼﾝｺｰｽﾎﾟｰﾂ・ｱｼｯｸｽｽﾎﾟｰﾂﾌｧｼﾘﾃｨｰｽﾞ） 

① 岩国運動公園 

・岩国市総合体育館・岩国市テニスコート・岩国市アーチェリー場 

・岩国市相撲場・岩国市屋内ゲートボール場 

② 岩国市市民球場 

③ 岩国市営旭プール 

④ 岩国市営立石プール 

⑤ 川下旭運動広場 

⑥ 二鹿野外活動センター 

(2)愛宕スポーツコンプレックス受付等運営管理業務の受託 

① 野球場エリア 

② 陸上競技場エリア 

(3)各施設草刈り業務（横山・錦見河川敷運動広場、新港運動公園運動広場、旭グラウン

ドゴルフ場、日の出町テニスコート、岩国市スケートパーク） 

(4)オリエンテーリングコースの維持管理（再委託） 

・二鹿及び横山オリエンテーリングコースの維持管理 

(5)野外活動指導（指導部分のみ再委託） 

・二鹿野外活動センターを利用しデイキャンプを実施 ５月１１日（土）１１人 

 

３ その他 

〇県立武道館建設 

〇財政基盤の確立 

 

 

事業報告書の附属明細書 

令和６年度事業報告書には、「一般社団法人及び一般財団法人に関する法律施行規則」

第 34 条第 3 項に規定する附属明細書「事業報告の内容を補足する重要な事項」が存在

しないので作成しない。 

 


